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名古屋工業大学　高度防災工学センターの活動

1.はじめに
東海地方は, 日本を代表する工業の集積地であり, 東

西を結ぶ交通の要衝でもある。また, 日本最大の0ｍ地
帯である濃尾平野が愛知県西部, 三重県北東部, 岐阜
県南西部にわたって広がっている。このような地勢から, 
巨大自然災害による被害が多く発生している。明治以
降の代表的な自然災害の例を挙げると, 地震では1891
年（明治24年）の濃尾地震（M8.0）, 1944年（昭和19
年）の東南海地震（M7.9）, 1945年（昭和20年）の三河
地震（M6.8）がある。風水害では, 1959年（昭和34年）
の伊勢湾台風, 1972年（昭和47年）の台風6号, 1976年
（昭和51年）の台風17号, 2000年（平成12年）の東海
豪雨などが挙げられる。特に近年では南海トラフ巨大地
震の発生が懸念されており, 政府を挙げての対策が講じ
られている。
名古屋工業大学においても, 今後発生するであろう自

然災害からの被害を防ぐ・軽減するための研究を行う場
として, 高度防災工学センターが設置された。本稿では, 
高度防災工学センターの設立理念や活動方針ならびに
現在の活動状況について報告する。

2.高度防災工学センターの概要
2.1 高度防災工学センターの設立
2011年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震
により引き起こされた東日本大震災では, 地震や津波に
よる被害は死者・行方不明者は1万8千人を超え, 建物の
全壊・半壊は合わせて約40万戸となった。このような壊
滅的な被害を東日本にもたらした東北地方太平洋沖地
震と同程度の地震が南海トラフ沿いで発生すると予測
されており, その30年以内の発生確率は70％とされて
いる。内閣府に設置された「南海トラフの巨大地震モデ
ル検討会」により発表された最悪ケースの被害予測では
100万棟以上の建物が全壊または焼失し, 32万人以上
の死者が発生するとなっている。特に東海地方では, 自
動車産業に代表されるように, 多くの産業が集積してい
るため, 人的被害だけでなく経済的被害も甚大で, 愛知
県の直接的な経済被害だけでも13兆円に上ると試算さ
れる。このような巨大地震だけでなく風水害等の激甚
災害から東海地方を護るまたは被害を少しでも軽減す
べく, 高度防災工学センターは2011年11月に設立され
（図-1）, 翌年の2012年1月18日に高度防災工学セン
ター発足記念シンポジウムを行った（図-2）。設立時のメ

図-1 センター発足時のパンフレット 図-2 センター発足記念シンポジウム
(b）パネルディスカッション

(a）張センター長(設立時）による説明
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それぞれの大学が密接に結びついている地域同士の広
域連携も促進することにもなり, 学を中心とした東海圏全
域の連携体制を構築すること（図-5）も可能となってくる。
コンソーシアムには, 大学間で連携して研究活動を行う6
つの専門部会が設置されており（図-6）, 高度防災工学セ
ンターからはすべての専門部会にメンバーを出して, それ
ぞれが防災・減災に資する活動を行っている。

ンバーは学内の土木と建築を専門にする教員15名（教授
7名, 准教授7名, 助教1名）と, 協力研究員として他大学
の教員2名（准教授2名）であった。学内の教員は全員が
それぞれの学科・専攻と高度防災工学センターの業務を
兼任しており, センターの専任の研究員や事務員はおら
ず, またセンター独自の予算もほとんどない状態からのス
タートであった。十分に整っていない環境ではあったが, 
名古屋工業大学がもつ特色
●高度な工学技術に関する研究開発を行っている。
●100年以上の歴史があるため東海圏に多くのOＢ・
OGがおり, 独自のネットワークを持つ。

●工学系単科大学であるため, 組織がコンパクトで協
働や連携が行いやすい。

を最大限に活用することで, 東海圏の防災・減災に資する
活動を目指していた。そして, 同じ愛知県内の他の国立
大学においても防災・減災を研究テーマとするセンターが, 
名古屋大学では減災連携研究センター（2010年12月設
立）, 豊橋技術科学大学では安全安心地域共創リサーチ
センター（2011年4月設立）がそれぞれ設立されており, 
それぞれの大学の特色を活かした活動を行っていた。

2.2 東海圏減災研究コンソーシアムの設立
東海圏の6つの国立大学（岐阜大学, 静岡大学, 名古

屋大学, 名古屋工業大学, 豊橋技術科学大学, 三重大
学）によって, 「東海圏減災研究コンソーシアム」（図-3）
が2013年3月3日に設立された。このコンソーシアムは
6大学が互いに連携して自然災害を軽減するための研究
を強力に推進し, もって安全・安心な地域社会の実現を目
指すものである。そのためにはそれぞれの大学の持つ防
災・減災に関する資産（ヒト, モノ, コト）を有機的かつ実
効性のある形で展開・社会還元することが必要（図-4）と
なる。ただし, 防災・減災は, 災害のメカニズムや被害予
測, ハード・ソフトでの対策技術の開発, 実社会への適用
性の検証等の多種多様な研究成果を総合的に活用する
必要があり, すべてを1つの大学で行うことができない。
したがって, それぞれが得意とする学問分野が異なる大
学で連携を行うことで, 互いの得意分野で他の大学をサ
ポートするこ とができる。また, 大学間の連携だけでなく, 

図-３ 東海圏減災研究コンソーシアム 図-5 学を中心とした東海圏全域の連携体制の構築

図-4 大学における防災・減災活動の３要素
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2.３ 高度防災工学センターの現在
設立当初は学外協力員を含め17名のメンバーでの活
動であったが, 構成員の地道な努力と着実な成果が積み
重ねられた結果だけでなく, 東海圏減災研究コンソーシ
アムでの活動も評価されたことで2014年度からの文部
科学省の復興関連事業運営費交付金（2年間）を研究プ
ロジェクト「南海トラフ巨大地震克服のための大学力を結
集した東海圏減災プロジェクト −高度減災工学技術の
融合・体系化と社会還元−」として獲得した。この予算に
より, メンバーそれぞれの研究だけでなく, センター主催
の催しも多く行うことができるようになった。特に技術者
を対象とした防災・減災教育には力を入れている。また, 
センターのパンフレット（図-7）やwebページ（図-8）等も
整備し, センター活動の情報を種々のメディアで積極的
に発信している（図-9）。さらに, 2015年度からは「既存
不適格木造住宅の耐震化率を飛躍的に向上させる改修

図-6 東海圏減災研究コンソーシアムの体制

図-7 現在のセンターのパンフレット



47

3.新技術社会還元のための技術者教育

1つ目の柱は, 既存減災技術の集約と社会還元であ
る。大学での研究開発では, 研究者が個々に自由な発
想で研究を行うため, 新たな概念やしくみが生み出され
る。最終的にはそれが新技術の開発につながることとな
るが, 開発された新技術がそのまま防災・減災に役立つ
ことはまれである。そこで, 本センターでは既存の様々
な技術を整理・集約・仕分けし, 実効性のある技術を洗い
出し, さらに洗い出された技術を実用性・経済性の観点か
らアップデートし, 社会実装・社会還元につなげる活動を
行っている。
2つ目の柱は, 新たな減災技術の開発とその体系化・実

用化である。防災・減災の視点から既存技術を見たとき, 
そこには必ずしも必要な技術がすべて揃っていることは
なく, 新たな視点から全く今までと違う発想で解決しなけ
ればならない技術的課題もたくさんある。そこで, 連携す
る他大学や社会的な要請の中から求められる技術を新た
に開発するとともに, それを体系化して一般性・汎用性の
高い形で実用化に結びづけていく。
最後の3つ目の柱は, 防災・減災のために生み出された
技術を広めるための技術者教育である。防災・減災に関
わる新技術は従来の価値観とは異なった枠組みの中で開
発される場合もある。そして, 開発された技術本来の目
的に沿ってまっとうな形で運用される必要がある。その
ためには, それらの新技術を活用する技術者が目的や活
用方法を理解し, 正しい運用を行うことが重要となる。こ
うした観点から, 技術者を対象とした防災・減災技術の教
育を推進していく。

３.2 高度防災工学センターの構成
高度防災工学センターでは, メンバーの研究活動が円
滑に行えるように, それぞれの専門分野や研究内容を考
慮して, 主に防災・減災に関する技術をハードウェアの側
面から研究する「災害制御研究部門」と主にソフトウェア
の側面から研究する「災害対応サービス研究部門」の2つ
の研究部門を設けている。また, これらの2つの研究部門
への情報の振り分けや他の組織との連携に関する事柄を
取り扱う「プロジェクト推進室」も設けられている。セン
ターはこれらの2つの研究部門と推進室により構成され
ている（図-10）。
災害制御研究部門では, 自然災害の発生過程の研究
や災害ポテンシャルの評価法の開発。さらに, 被害を防
止・軽減するための高度複合技術などのハード的な研究
開発を行っている。研究対象としては, 

◆地震から構造物を護る技術の開発:
 巨大地震に備える耐震設計法
 安価な木造住宅耐震改修工法の開発, など
◆インフラを維持管理する技術の開発:

促進のための総合技術の開発」の研究テーマで国土交通
省の建設技術研究開発助成制度にも応募し, 助成金を
獲得した。このような活動によって, 現在では, 学内の兼
任教員21名（教授12名, 准教授5名, 助教4名）と, 協力
研究員として他大学の教員2名（准教授2名）, 客員教授4
名, センターの専任の特任准教授と事務員が1名ずつの
合計29名を擁するセンターとして成長し現在に至ってい
る。

３.高度防災工学センターの活動
３.1 高度防災工学センターの活動方針
工科系単科大学である名古屋工業大学が防災・減災で

貢献できる事柄として, 各構成員が持つ専門知識を基に
した技術開発やネットワークを活かした防災・減災システ
ムの構築等の技術的な研究による貢献が挙げられる。し
かしながら, 防災・減災の研究成果や活動を地域社会に
根付かせるためには, 技術的な研究だけではなく, 教育機
関・地域住民・行政組織等のあらゆる分野の組織との連携
と協働が重要となる。したがって, 高度防災工学センター
では防災・減災における技術の位置づけを見直し, 実効性
のある形で技術的な成果を社会に還元できるよう, 活動
の3本の柱を以下のように立てている。
1.既存減災技術の集約と社会還元
2.減災技術の開発と体系化・実用化

図-8 センターのwebページ

図-9 センター紹介記事(中部経済新聞）
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ハード・ソフトの両面への効果的な支援を行っている。さ
らに, プロジェクト推進室の役割として, 東海地区におけ
る都市防災研究の拠点づくりや, 防災に関する国際協力
ネットワークとの連携も行っている。

３.３ 高度防災工学センターの活動状況
高度防災工学センターのメンバーはそれぞれの専門分
野で自身の研究を遂行していが, ここでは個々のメンバー
の活動をすべて紹介することはできないため, センターが
主体として行っている活動であるシンポジウム・フォーラ
ム, 講習会・講演会, 海外での防災教育に関する取り組み, 
地域住民やボランティア団体との取り組みの順に紹介を
行う。これらの取り組みはセンターが主体となる活動で
はあるが, そのほとんどが個々のメンバーの研究成果等
が活用された防災・減災に関する技術者教育や啓発活動
である。
最初に, センターが主催・共催するシンポジウムや
フォーラムについて紹介する。シンポジウムやフォーラム
は現在までに9回開催（表-1）しており, おおむね年に2回
のペースで開催していることになる。図-11に代表的な
シンポジウム・フォーラムのチラシを示す。これらのシンポ
ジウム・フォーラムのほとんどが, 防災・減災に関する業務

 リサイクル材料を用いた液状化対策
 非破壊検査を用いた道路盛土の評価, など
◆風水害を防止・抑止する技術の開発: 
 都市の雨水排除システムの評価
 変化を伴う外力のリスク評価, など
が挙げられる。
災害対応サービス研究部門では, 人間心理を考慮した

災害対応の研究や災害情報の伝達システムの開発。さ
らに, 地域防災力を向上させる人材教育などのソフト的
な研究開発を行っている。その研究対象としては, 
◆災害危機管理サービス確立の技術支援:
 帰宅困難者・避難者の実態調査と対策
 地下街水没時の安全な避難経路選定, など
◆マルチレイヤ地域防災管理システムの開発:
 災害復興・避難所の支援
 災害時の組織間防災機能の連携, など
◆災害時高度通信・避難システムの統合開発:
 局地的豪雨の監視と予測
 異常気象検知アルゴリズムの提案, など
が挙げられる。
これら2つの部門の研究においては, 「災害から生命・財

産を護る方法・手法が必要である」というニーズを意識し
て, 「防災・減災に関する先端技術や最新の研究成果」と
いうシーズを創造している。センターの活動方針でも述
べたが, センター構成員が開発した防災・減災技術を社会
に還元するためには, 民・官・他大学・他団体などの学外組
織と連携をしていく必要がある。したがって, 他組織との
連携の開始や強化, または円滑化する必要がある。その
ために設置されたのが「プロジェクト推進室」である。こ
こでは, 外部の多様なニーズを集約し, 「災害制御研究部
門」と「災害対応サービス研究部門」に情報を振り分け, 

図-10 センターの構成と連携体系

表-1 シンポジウム・フォーラムの開催状況
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主催・共催・後援となっていることからも, センターが幅広
く学外組織と連携していることがわかる。このようなイベ
ントを通じて, 防災・減災に関わる技術者のニーズを調査
し, センターの持つ研究成果や開発技術のシーズを技術
者に提供できる環境を作り出している。また, 本稿には
記載していないが, 東海圏減災研究コンソーシアムでも
年1回のシンポジウムが開催されており, その中で本セン
ターの取り組みや活動についての紹介や報告も行ってい
る。
次に講習会・講演会について紹介する。センターが地方

自治体との協働で行っている講習会が木造住宅耐震改修
工法講習会「耐震リフォーム達人塾」である（図-12）。こ
の講習会は大工や木造建築の設計を行う建築士・設計士
および地方自治体の行政職員を対象にしたもので, 巨大

に携わる技術者を対象とし, 専門性の高いテーマに絞っ
たプログラムで行っている。これは本センターの活動方
針の3つめの柱である「新技術社会還元のための技術者
教育」を実践しているためであり, センター構成員が持つ
防災・減災技術はそれらの技術を扱う技術者の知識や能
力向上を介して, 地域住民の防災力向上につながってい
ると考えている。そのような考えから, 毎回のシンポジウ
ムでは具体的なテーマを掲げて行うことで, 多くの技術
者に参加いただいている。その結果, 参加者の総数は合
計で700人以上となった。また多くのシンポジウム・フォー
ラムはセンター単独でのイベントではなく, 隣の大学は言
うに及ばず, 東海圏の自治体（愛知県, 岐阜県, 三重県, 
静岡県, 名古屋市）, 国土交通省中部地方整備局, 港湾
空港技術研究所, 国立大学協会, 統計数理研究所等が

図-11 センター主催・共催のシンポジウムやフォーラム
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始まり, 現在までに年に5回ずつ, 以下のように9都道府
県で10回開催されている。
平成26年度（約900人）
第1回 兵 庫 県（神 戸 市）：ベーシックコース
第2回 熊 本 県（熊 本 市）：ベーシックコース
第3回 宮 崎 県（宮 崎 市）：ベーシックコース
第4回 高 知 県（高 知 市）：ベーシックコース
第5回 香 川 県（高 松 市）：ベーシックコース
平成27年度（約600人）
第1回 岡 山 県（岡 山 市）：ベーシックコース
第2回 和歌山県（和歌山市）：ベーシックコース
第3回 三 重 県（津  市）：ベーシックコース
第4回 高 知 県（高 知 市）：アドバンスドコース
第5回 鳥 取 県（鳥 取 市）：ベーシックコース
また, 参加者の習熟度に合わせて, 3つのコース（ベー
シックコース, アドバンスドコース, エキスパートコース）
に分けて開催をしている。耐震リフォーム達人塾は平成
28年度も同様のペースで行う予定である。
次に, 海外での防災教育に関する活動を紹介する。
JICＡの草の根技術協力事業として2015年1月から 

地震時の住宅被害を減らすため, 古い木造住宅の耐震改
修促進に向けた建築士・設計士向けの技術講習をサポー
ト, 行政職員向けの実効性のある補助制度を紹介する取
り組みとなっている。特に, 大工・建築士・設計士が安価な
改修プランのワザや住宅所有者をその気にさせる説明技
術などが学べるようになっている。したがって, センター
が直接的に行うのはそれぞれの地域性に合わせた安価
な耐震改修工法の開発や工法の定量的な評価であり, 住
宅所有者に対する説明技術である。これらの事柄をそれ
ぞれの地域に根付いた建築士・設計士が学ぶことで地元
の住宅所有者が安価に耐震改修することで, 地域全体の
防災力が底上げされ, さらなる耐震改修の促進につなが
る。この講習会は国土交通省の建設技術研究開発助成
である「既存不適格木造住宅の耐震化率を飛躍的に向上
させる改修促進のための総合技術の開発」の研究の一部
もあり, センターが掲げる活動方針である3つの柱による
活動（安価で合理的な工法の開発と収集, 当該工法の効
果的な運用方法の体系化・実用化, 住宅所有者をその気
にさせる説明技術の講習）がすべて詰まった講習会であ
ると言える。この耐震リフォーム達人塾は平成26年から

図-12 耐震リフォーム達人塾
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プの実施。専門知識を活用したハザードの作成等を行
う。今年度は, ワークショップとボホール州立大学での
特別講演を7月13～14日（メンバー2名が講師として訪
問）, 10月14～16日（ボホール大地震の2周年式典に
合せて, メンバー1名が講師として訪問）, 10月24～28
日（メンバー2名が講師として訪問）, 12月14～16日（メ
ンバー3名が講師として訪問）, 1月10～13日, 2月8～
11日に行っており, 本センターや東海圏で培われてきた
防災における経験と知見をボホール州知事, トゥビゴン
市長をはじめとする行政の方 ,々 ボホール州立大学の研
究者や学生, 現地の学区と町内のリーダーに対して講義
を行った。毎回約70名の参加者があり, 活発な質疑応
答がなされている。また, 9月3～10日はフィリピンのトゥ
ビゴン市長, ボホール州立大学土木建築学部長をはじめ
9名を招き, 伊勢湾水理環境実験センター, 名古屋港, 名
古屋工業大学の実験設備の視察（国土交通省中部地方
整備局2015年9月11日発表分:httｐ://www.cbr.ｍlit.
go.jｐ/kisya/2015/09/0930.ｐdf）が行われた。さらに, 
1月18～21日はボホール州立大学との大学間協定を締
結するため, ボホール州立大学の関係者4名とJICＡの関
係者3名を名工大に招いた。トゥビゴン市では1月から2
月にかけて, 住民が主体となってハザードマップづくりの
ワークショップや避難所となる病院や小学校に軽量な素

2018年12月までの4年間のプロジェクトとして採択され
たフィリピンでの防災能力向上プロジェクトが「フィリピ
ンボホール州トゥビゴン市における予防/準備/対応/復
旧に関する防災能力向上プロジェクト」（図-13）である。
このプロジェクトは ボホライゾンプロジェクト（ボホール
とホライゾンを合成した造語）と名付けられ, JICＡと連携
しながら, フィリピンの現地ではトゥビゴン市の行政とボ
ホール州立大学, 日本では名古屋市の協力のもとで活動
を行っている。フィリピンでは, 台風や地震が多く発生し
ており, 最近の地震では2012年2月のネグロス島沖地震
（M6.9）, 2012年8月のフィリピン東方沖（サマール）大
地震（M7.6）, 2013年10月のボホール大地震（M7.2）
があり, 台風では2013年11月の台風30号, 2015年10
月の台風24号, 2015年12月の台風27号など, 数多くの
自然災害が発生している。また, 将来的にも自然災害が
繰り返し発生すると予想されるにもかかわらず, 行政の防
災課や住民の防災力は低いままである。このプロジェク
トでは現地行政や防災課に対して働きかけ, 防災課主導
で防災に関する情報を住民全体で共有できるシステムを
構築することで, 台風と地震に対する住民の防災能力を
向上させることが目的となっている。そのための活動とし
て, センターでは, 行政の専門家に向けた国内研修の実
施, 行政の専門家, ボホール州立大を交えたワークショッ

図-1３ ボホライゾンプロジェクト(フィリピンでの防災能力向上プロジェクト）の活動
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楽しむ場として, 2011年以降毎月名古屋市内で行われ
ており, 今回は15世帯30名の参加者があった。パスタ
を使った工作や桜を見ながらの花見だんごでのおやつタ
イムで, 楽しいひと時が提供できた。

4.おわりに
未曾有の被害をもたらした東日本大震災の発災から
5年, また, 本センター発足から4年, 東海圏減災研究コ
ンソーシアムの締結から3年が経過した。試行錯誤しな
がらも高度防災工学センターの活動は広がってきた。ま
た, センターメンバーがそれぞれの専門性を活かしなが
ら, 防災・減災に資する活動（学際的活動, 社会的・国際的
な支援）を行っており, その中で重要な役割を果たしてい
る。今後もこれまでと同様に, 高度防災工学センターの
メンバーすべてがセンターの「活動の3本の柱」を意識し
ながら, 他の大学だけでなく防災・減災に関する他の組織
との協働の中で, 開発した減災技術が社会に還元され, 
被害の低減に結びついていくように研究活動に取り組ん
でいく。
なお, 高度防災工学センターの活動に関する情報は
セ ン タ ー のwebペ ー ジ（httｐ://adｐec.web.nitech.
ac.jｐ/）にて発信しているので, ご覧いただきたい。

材を用いた防災パビリオンの建設等を行い, 住民への防
災教育を行っている。このように, JICＡ等の国際協力ネッ
トワークと連携して海外においても防災・減災に関する活
動を行っている。
最後に, 地域住民やボランティア団体との共催で行っ

たイベントを紹介する。1つ目は2014年11月30日に行っ
た「防災フェスタ2014 in 昭和」（図-14）である。この
フェスタはなごや災害ボランティア連絡会が主催のイベ
ントであり, 2007年の春から市民・企業・大学・行政の共同
でスタートした。住民に身近な地域での開催をとの主旨
で毎年市内外の各地を回って開催されている。昭和区
は名古屋工業大学や当センターの所在地であり, 近隣の
住民との連携は重要課題の一つである。このイベントは
地域住民や子供たちが, 防災・減災に関する知識を楽しく
学ぶ場として多くのコーナーが企画されている。本セン
ターの活動を紹介するパネルも掲示した。もう1つのイ
ベントは2015年3月29日に行った「お茶っこサロン なご
や」（図-15）である。このイベントは東日本大震災被災
者支援ボランティアセンターなごや（名古屋市社会福祉
協議会を主体として, なごや防災ボランティアネットワー
クなどが運営協力を行っている組織）が主催で行われて
おり, 名古屋工業大学の講堂会議室を提供して開催され
た。このイベントは東日本大震災によって名古屋に避難
されている方同士が自由に集まり, 出会い, 会話や交流を

図-14 防災フェスタ2014 in 昭和 図-15 お茶っこサロンなごや
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1.はじめに
日本列島の各地には臨海平野が発達している。この
臨海平野は, 第四紀における山地の隆起と海岸部の沈降
に伴い, 大河川が供給する土砂の埋積によって形成され, 
未固結の地層が厚く堆積している。地層の堆積には, 第
四紀の氷河性海面変動が重要な役割を果たしたことが
知られている1）。すなわち, 氷期には地球全体の気温が
低くなり, 大陸に氷河が発達することによって海水量が少
なくなり, 海面の低下すなわち海退がおこる。海退期（海
面低下期）には, 海岸線が沖側へ退き, 臨海平野では河
川の影響を強くこうむる礫や粗粒な砂が, 下位の地層を
浸食しつつ堆積する。一方間氷期には, 地球全体の気温
が高くなり, 大陸の氷河が溶けて海水量が多くなり, 海面
の上昇すなわち海進がおこる。海進期（海面上昇期）には, 
細粒の砂や海成のシルト・粘土が堆積する。臨海平野の
地下には, こうして氷河性海面変動の影響をこうむった
堆積物が累積している。
地盤が形成される過程における堆積環境の変遷は, 堆

積物中に記録されており, 地球科学的な調査・分析によっ
て明らかになる。これまでの平野地下の堆積環境分析は, 
ボーリング・コア等での貝化石群集の分析, 珪藻・有孔虫・
花粉・ナンノ化石などの微化石分析2）, FeS2（黄鉄鉱）, 
δ13C, C/N比などの地球化学的分析3）が行われ, 古環
境・堆積環境の復元がなされている。しかし, これらの手
法は, 装置が大掛かりであること, 分析に熟練を要するこ
と, 分析に長い時間を要すること, などから簡便な手法に
よる測定・解析も求められている。
本報告は, このような堆積環境分析の課題に対し, 堆積

環境解析の一手法である「電気伝導度測定法」4）に着目
したものである。この手法は, 上述の各手法より, 装置・熟
練度・分析時間などの点でかなり簡便, かつ迅速な方法で

ある。この手法を濃尾平野下の地層群に適用し, 各累層
の電気伝導度特性を明らかにして, 堆積環境の解析を試
みた。その結果, 電気伝導度測定法が堆積環境解析をす
る上で有効であることが明らかになったので報告する。

2.濃尾平野の地下地質
濃尾平野の地下地質は, 地殻ブロック（地塊）が, 西に
傾きながら沈降し, 地層が形成される傾動盆地（濃尾傾
動盆地）である。

2.1.1 層序
濃尾平野の地下は, 領家帯の片麻岩・花崗岩類と美濃
帯の中・古生層を基盤岩とし, 第一瀬戸内海に堆積した中
新統（瀬戸内中新統）, 鮮新・更新統の東海層群, および
第四系によって構成される。

2.1.2 第四系の概説
本研究の対象である地下の第四系を構成する地層に
ついて, はさまれる広域テフラや14C年代値なども含め
て表-2.1に示し, これに基づいて上位の地層から記述
する。
（1）南陽層
南陽層は, 上位から最上部粘土層・上部砂層・下部粘土
層からなる。最上部粘土層は腐植物を含む非海成の粘
土層, 上部砂層は非海成～海成の砂層, 下部粘土層は
貝化石を含む海成の粘土層からなる。広域テフラは, 下
部粘土層の中部に鬼界アカホヤテフラ（K-Ａh, 7.3ka＊）, 
基底に鬱稜隠岐テフラ（U-Oki, 10.7ka）が挟まれ, 南陽
層基底の年代は約11kaと推定されている5）。14C年代
値は, 最上部粘土層が約2,300～3,400calＢP, 上部砂
層が約3,900～5,600calＢP, 下部粘土層で約5,100～
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である。
（8）弥富累層
濃尾平野の第四系の基底を構成する地層で, 粘土層, 
砂層, 礫層の互層からなる。広域テフラは, 下部から小
林笠森（Kb-Ks, 520～530ka）, 猪牟田アズキ（Ss-Ａz, 
850～890ka）や山田Ⅱ火山灰層が検出され, 地層の年
代は450～900kaが推定されている7）。

３.電気伝導度に基づく堆積環境基準値の検討
電気伝導度測定法による堆積環境の基準値（海水成, 
汽水成, 淡水成の境界値）は, 横山・佐藤8）が大阪平野の
コアで測定を行い, 電気伝導度が硫酸イオンの量に依存
していることを確かめ, 淡水成の環境である琵琶湖のコア
の測定結果を含めた電気伝導度とｐHの関係から堆積環
境の基準値を求めている。そして, その後の環境解析で
は, この基準値を指標としている。
一方, 海況が異なる濃尾平野のコアでの堆積環境解析
では, 横山・佐藤8）の基準値の適用ではなく, この平野に
おける基準値の設定が必要である。
そこで, 本研究では, 濃尾平野の各地から多数のコア
を収集し, それらの測定結果から電気伝導度値について
把握した。
基準値の設定にあっては, 粘土混濁水の電気伝導度が
何に依存しているか確かめるために, 水質分析を行い電
気伝導度との関係を把握, そして, 古生物学的試料によ
る古環境解析結果との対比により, 電気伝導度に基づく
堆積環境の基準値を設定した。

３.1 電気伝導度の測定とその結果についての検討
電気伝導度の測定に供した粘土質コアは, 伊勢湾に
面した木曽川デルタで18箇所（図-3.1）, 測定試料数は
461個である。

9,100calＢPが得られている6）。
（＊ka；1,000年前を単位とする年代表記）

（2）濃尾層
濃尾層は, 非海成～海成の粘土層と砂層の互層からな

り, 砂層は30≦NでN値が高い。広域テフラは, 中部に姶
良Tnテフラ（ＡT, 26～29ka）が挟まれ, 地層の年代は約
20～30kaと推定されている5）。14C年代値は, 約9,700
～10,800calＢPが得られている6）。
なお, 濃尾層の年代については, 最近検出された広域

テフラからは20～30kaが推定され, 従来の沖積層の年
代18kaより古くなっている。しかし14C年代値では約
9,700～10,800calＢPが得られていることから, 本研究
では, 濃尾層は沖積層とした。
（3）第一礫層
最終氷期の堆積物と考えられている地層で, 非海成の

砂礫層からなる。年代は30～35kaと推定されている5）。
（4）熱田層
熱田層は上半部の熱田層上部, 下半部の熱田層下部

に区分される。熱田層上部は主に非海成の砂層, 熱田層
下部は貝化石を含む海成粘土層からなる。広域テフラ
は, 熱田層上部に, 御岳辰野（On-Tt）, 鬼界葛原（K-Tz, 
92ka）, 御岳第1（On-Pｍ1, 約100ka）, 熱田層下部
に, 琵琶湖湖底のテフラＢT36（Ｂ75-2, 121ka）, 阿蘇3
（Ａso-3, 123ka）が挟まれ, これらの年代から熱田層上
部が70～110ka, 熱田層下部は110～130kaと推定さ
れている5）。
（5）第二礫層
熱田層と海部累層の間に挟まれる非海成の砂礫層で

ある。
（6）海部累層
海部累層は, 砂層・粘土層・礫層の互層からなり, 海成

の層準が下位からＡｍ1, Ａｍ2, Ａｍ3の3枚が挟まれる。
広域テフラは, Ａｍ3に阿多鳥浜（Ａta-Th, 280ka）が挟
まれ, 地層の年代は200～450kaが推定されている7）。
（7）第三礫層
海部累層と弥富累層の間に挟まれる非海成の砂礫層 図-３.1 コア試料位置

表-2.1 第四系の地質層序
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日後にも同様の測定を行い, 測定値に大きな変化が見ら
れないことを確認したうえで後者を測定値とした。
③ｐHの測定
電気伝導度の測定と同様の手順で, 同一時に堀場製
作所製のｐH測定機H-7によりｐHを測定した。

３.1.2 測定結果
各コアの電気伝導度の測定結果は, 分布傾向を把握す
るために, すべての測定結果と累層別・部層別にヒストグ
ラムに示したものが図-3.2である。
それらのヒストグラムからは, 次のような特徴が読み取
れる。

３.1.1 測定方法
測定方法は, 佐藤・横山9）, 第四紀学会編8）に準拠し, 
次のような手順で行った。
①試料の調製
ボーリング・コアを砕き, 110°C, 48時間の条件で恒温

乾燥器内にて乾燥させる。乾燥後は32メッシュ以下の
粒度に粉砕し, 10gを秤量して, これを測定用とした。
②電気伝導度の測定
乾燥後の試料を容量140ccの試料びんに入れ, 水を

120cc加えて3分間攪拌器で攪拌し, この粘土混濁水を
測定試料とする。攪拌後1時間放置して堀場製作所製の
電気伝導度計ES-14で電気伝導度を測定する。さらに5

図-３.2 電気伝導度値のヒストグラム
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硫酸イオンの量が多くなれば電気伝導度が高くなるとい
う関係が認められる（図-3.4（a））。しかし塩素イオン量
は南陽層に比べ量が極端に少なく, 電気伝導度との相関
関係は両コアとも認められない（図-3.4（b））。陰イオン
（硫酸イオン＋塩素イオン）の量と電気伝導度の関係は, 
硫酸イオンの影響が強いことから, その量が多くなれば
電気伝導度が高くなる関係が認められる（図-3.4（c））。
（3）電気伝導度と陰イオンとの関係
以上みてきたように, 陰イオン（硫酸イオン＋塩素イオ
ン）の量と電気伝導度との相関関係は, 南陽層と更新統
ともに認められる。したがって, 電気伝導度は陰イオンの
量に依存していることが明らかである。
ただし, それぞれのイオン量と電気伝導度との関係は
南陽層と更新統で異なる。離水履歴のある更新統で塩
素イオンが少ないのは, 離水していく過程で塩分が溶脱
した結果と考えられる。

①すべての電気伝導度値の分布は, 0～460ｍS/ｍと
幅広い範囲にあるが, その殆どは300ｍS/ｍ以下で
ある。

②累層別・部層別分布は, 堆積環境で海成に相当す
る南陽層の下部粘土層（Ａｍc）と熱田下部粘土層
（D3Lc）での分布傾向が異なる。
③Ａｍcでは, D3Lcより測定個数が多いこともあるが, 
高い値から低い値までの幅広い範囲を示す。

④D3Lcは, Ａｍcより相対的に値が低く, 60～70ｍS/
ｍを中心とする正規分布を呈する。

⑤南陽層最上部粘土層の泥層（Ａtc）, 南陽層上部砂
層の泥層（Ａus-c）, 濃尾層の泥層（Nc）, 海部・弥
富累層の泥層（Dｍc）では頻度は少ないが高い値も
示す。

３.1.３ 電気伝導度と陰イオンとの関係についての検討
電気伝導度値と陰イオン（塩素イオン・硫酸イオン）との

関係を確かめるために, イオンクロマトグラフ法による水
質分析を行った。水質分析の試料は, 電気伝導度を測
定した粘土混濁水である。
なお, 後述するように, 堆積物の離水履歴によって, 陰

イオンの量に差異があることが推測されるので, 離水して
いない南陽層と氷河性海面変動の影響を受けて離水し
たことがある更新統とに分けて検討した。
（1）南陽層
南陽層の分析は, 尾西コアのＡtc, 尾西・津島・十四山・
弥富3・佐織3コアのＡｍcで行った。
硫酸イオンの量と電気伝導度の関係（図-3.3（a））に

ついてみると, 津島コアでは両者に相関関係が認められ
るものの, 弥富3コアと十四山コアではそのような傾向は
読み取れない。塩素イオンの量と電気伝導度の関係（図
-3.3（b））は, 弥富3コアと十四山コアで相関関係が認め
られる。陰イオン（硫酸イオン＋塩素イオン）の量と電気
伝導度の関係（図-3.3（c））は, 分布に幅があるものの, 
相関関係が認められる。
以上のように, 横山・佐藤8）が示す硫酸イオンと電気伝
導度との相関関係は, 必ずしも認められないものの, 硫酸
イオンと塩素イオンとを合わせた陰イオン全量と電気伝
導度とには相関関係が認められる。したがって, 沖積層
の電気伝導度と陰イオンの関係は, 硫酸イオンの量だけ
に依存しているとは言えず, 硫酸イオンに依存している場
合と, 塩素イオンに依存している場合のあることが明らか
である。なお, 河川成の後背湿地堆積物で海水の影響が
ほとんど無いと推測される内陸部の尾西コアのＡtcでは, 
陰イオンの量が著しく低い。これらのことから離水履歴
のない南陽層については, 電気伝導度は陰イオンの量に
依存していることが明らかである。
（2）更新統
更新統では, 十四山と津島コアで見てみた。電気伝導

度と陰イオンの関係（図-3.4）についてみると, 両コアとも 図-３.３ 南陽層の電気伝導度と陰イオンの相関図
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３.2 沖積層・更新統の堆積環境基準値の提案
前節で検討したように, 測定結果のみから堆積環境を
推定する電気伝導度の基準値を求めることができない。
そこで本研究では, 珪藻群集による古環境推定と電気
伝導度との対比が有効であると考え, 珪藻分析が行われ
ているボーリング・コアの電気伝導度を測定した。
また, 沖積層（南陽層）は最終氷期以降の海進（縄文海
進）後, 離水していない。しかし更新統は, 堆積後に離水
している。したがって, 両者は電気伝導度等の物性も異
なることが推測されることから, 離水履歴のある試料と無
い試料とに分けて検討した。

３.2.1 離水履歴の無い沖積層（南陽層）の堆積環境の
     基準値の検討
濃尾平野の代表的な沖積層は, 木曽川デルタに発達し
ている。本研究では, 珪藻化石群集から推定される古環
境と電気伝導度値を対比するため, 珪藻分析が行われて
いるコア（津島・十四山・飛島コア）, 近辺で珪藻分析が行
われているコア（弥富3・清洲コア）を対象にした。
（1）珪藻分析結果に基づく堆積環境と電気伝導度測定
値との対応関係
それぞれのコアでの珪藻分析や化学分析による古環
境の解析結果と電気伝導度の対応関係は次のようである
（図-3.6～3.10）。
1）津島コア（図-3.6）
南陽層下部粘土層（以下, Ａｍc）の珪藻分析結果では, 

下部から上部まで海水生種が高率を占め, 深度21.9～
19.9ｍを海進の高頂期と考えられている10）。これに対
応する電気伝導度は,80.3～210.0ｍS/ｍの範囲にあり, 
海進が高頂期の層準では高い値を示している。
2）十四山コア（図-3.7）
Ａｍcの珪藻分析結果では,基底から深度27.4ｍ付近
までが海水生種が高率に出現する海進の初期で, 深度
23.4～21.4ｍ付近も海水生種が高率に現れる海進の

３.1.4 測定結果からの堆積環境基準値の検討
横山・佐藤8）は, 大阪平野で堆積環境を推定するにあ
たって, まず淡水湖である琵琶湖のコアでの測定値から
淡水成の上限値を求めている。つぎに測定値をヒストグ
ラムおよびｐHと電気伝導度の関係図に整理し, ｐHと電
気伝導度の分布状況から3つのゾーンに区分でき, その
境界値がヒストグラムの切れ目にも整合することから, そ
れを淡水成（≦40ｍS/ｍ）, 汽水成（40～120ｍS/ｍ）, 
海成（130ｍS/ｍ≦）の境界値として求めている。
そこで濃尾平野の測定値をｐHと電気伝導度の関係を

図-3.5に整理した。しかし, 大阪平野の場合のような淡
水域･汽水域･海水域の3つのゾーンに区分できる分布は
見られず, それぞれの境界値を求めることはできない。ヒ
ストグラムについても有意なピークや不連続（切れ目）を
認めることはできない。したがって, 電気伝導度値から堆
積環境基準値を設定するには, 別の手法による検討が必
要である。

図-３.4 更新統の電気伝導度と陰イオンの相関図 図-３.5 全コアの電気伝導度とｐHの相関図
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のＡｍcの珪藻分析結果では, 下部から上部まで海水生
種が高率を占め, 深度36～32ｍが低塩分濃度の内湾
域, 深度31～19ｍが縄文海進期の高頂期の温暖な内
湾域で, 深度23～19ｍを海進の最高頂期と考えられて
いる2）。有機物の炭素同位体組成δ13Cからは, 粘土層
の下位からδ13Cが上昇し, 深度23～19ｍが最も高いこ
とから最高海面期と考えられている3）。これに対応する
電気伝導度は, 204.1～370.1ｍS/ｍの範囲にあり, ほ
ぼ上記の海進の高頂期の層準では, 電気伝導度も高い
値を示す。
5）清洲コア（図-3.10）
清洲コア地点の約0.2kｍ北に位置する朝日遺跡89Ｂ
区のボーリング・コアの珪藻分析では, Ａｍcで海水生種
が高率に出現する海水成で, 南陽層最上部粘土層（以下, 
Ａtc）で淡水生種が100％を占める淡水成である12）。これ
に対応する電気伝導度は, Ａｍcが135.8～174.2ｍS/
ｍ, Ａtcが45.2ｍS/ｍである。

高頂期,そして15.4ｍ付近から淡水生種が増加し海退期
と考えられている10）。これに対応する電気伝導度は, 基
底から深度16.9ｍ付近までが144.4～267.1ｍS/ｍ, 
深度14.9ｍから上位が166.4～190.1ｍS/ｍで,深度
15.4ｍを境に低くなる。
3）飛島（TＢ-1）コア（図-3.8）
珪藻分析結果では, Ａｍcが海水生種に汽水生種と淡

水生種が混じる汽水成～海水成, 南陽層上部砂層の粘
土層（以下, Ａus-c）は汽水である11）。これに対応する
電気伝導度は, Ａｍcが82.3～300.2ｍS/ｍ, Ａus-cが
64.1ｍS/ｍである。
4）弥富3コア（図-3.9）
弥富3コアの約0.2kｍ東に位置するボーリングＢ2コア

図-３.8 電気伝導度と珪藻群集の対比（飛島コア）

図-３.7 電気伝導度と珪藻群集の対比（十四山コア） 図-３.9 電気伝導度と珪藻群集の対比（弥冨３コア）

図-３.6 電気伝導度と珪藻群集の対比（津島コア）
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ことから, 境界値は150～160ｍS/ｍの間にある。
以上のように, 珪藻分析との対応関係から, それぞれ
の境界値に幅があるものの,沖積層（南陽層）の電気伝導
度が示す堆積環境を推定すると, 60ｍS/ｍを淡水成と
汽水成の境界, 150ｍS/ｍを汽水成と海水成の境界と設
定する。

３.３.2 離水履歴のある更新統の堆積環境の基準値の検討
更新統については, 水質分析の結果から離水による塩
分の溶脱が推定されたことから, 前項の沖積層（南陽層）
の基準値とは異なることが予想される。そこで, 離水履歴
のある更新統のコアで, 珪藻分析が行われている飛島コア
（TＢ-1）で測定を行った。
（1）珪藻分析結果に基づく堆積環境と電気伝導度測定
値との対応関係
珪藻化石から推定される堆積環境に対応する電気伝
導度測定値を, 淡水成と海成（海水・汽水成）に区分して
プロットしたヒストグラムが図-3.11, 電気伝導度と珪藻
化石種構成比の深度分布図をまとめたものが図-3.12で
ある。図から明らかなように, 海生珪藻種（汽水・海水生
種）が多くなれば電気伝導度が高くなり, 逆に淡水生種
が多くなれば電気伝導度が低くなるという対応関係が認
められる。
（2）電気伝導度の古環境基準の検討
電気伝導度測定値を淡水成と海成に区分したヒストグ
ラム（図-3.11）からは, 淡水成の層準では59.9ｍS/ｍ以
下にプロットされることから, 淡水成は60.0ｍS/ｍ未満
と考えることができる。
海水成と汽水成の境界については, 表-3.1の電気伝導

度と珪藻群集割合表
によると, 淡水生種を
まったく含まない層
準がある。この層準
の堆積環境は, 汽水
生種が低頻度の海水
成の堆積環境を示し, 
その中の電気伝導度
値の最小値が海水成
の下限値を示すと考
えることができる。こ
の考えから淡水生種
をまったく含まない
深 度53.7ｍ（ 珪 藻
分析の深度は53.8ｍ
以下同じ）, 55.7ｍ
（55.8ｍ）,57.7ｍ
（55.8ｍ）, 59.7ｍ
（59.8ｍ）, 62.7ｍ
（62.5ｍ）,64.7ｍ
（64.5ｍ）, 91.7ｍ

以上のように各コアの電気伝導度と珪藻分析の結果に
よる古環境との対応関係は, 淡水成のＡtcで電気伝導度
が低く, 海水成のＡｍcが高くなる関係が認められる。ま
た, 珪藻分析・化学分析から推定される海進の高頂期の
深度と, 電気伝導度が最も高くなる深度とに若干のずれ
はあるが, 下位から上昇し, 中位で最も高くなり, 上位で
低下する傾向が認められ, 珪藻分析から推定される古環
境の変動傾向とがおおむね整合している。
（2）電気伝導度の古環境基準の検討
電気伝導度の鉛直分布と珪藻分析から推定される古

環境の変動傾向がおおむね一致することが判明したので, 
珪藻分析結果による古環境推定と電気伝導度を対比し
てみる。
まず, 淡水成と海成（汽水・海水成）の境界値について

は, 珪藻分析結果で淡水成と推定される清洲コアのＡtc
の電気伝導度（図-3.10）が45.2ｍS/ｍである。珪藻分
析結果で汽水成と推定される飛島（TＢ-1）コアのＡus-c
（図-3.8）では, 64.1ｍS/ｍの電気伝導度を示す。この
ことから, 淡水成と海成の境界値は50～60ｍS/ｍの間
にある。
つぎに, 海成のうち汽水成と海水成の境界値について

は, 珪藻分析結果から汽水成を示すコアの層準として, 
飛島（TＢ-1）コア（図-3.8）の深度16.7ｍ以浅の層準
が該当し, 淡水生種・汽水生種・海水生種が混じり, 汽水
生種の割合が多い（17～51％）。いまひとつ十四山コア
（図-3.7）の深度12.0ｍ以浅の汽水生種を含まず淡水
生種が20～45％の層準がある。これらの中で代表的な
汽水域としては, 飛島（TＢ-1）コアの層準が考えられる。
この層準の電気伝導度値は, 64.1～146.6ｍS/ｍの範
囲にある。さらに, 海水生種が100％を占める十四山コ
アの深度26.9～16.9ｍの下限値が162.1ｍS/ｍである

図-３.11 電気伝導度のヒストグラム
(飛島コア；沖積層・更新統）図-３.10 電気伝導度と珪藻群集の対比（清州コア）
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阪平野より淡水成の上限値が高く, 海水成の下限値が沖
積層で高く, 更新統では低くなっている。淡水成の上限
値については, 佐藤・横山9）は淡水成にも40ｍS/ｍ以上
のものが含まれ40～60ｍS/ｍの間は淡水成と, 汽水成
の判別は不可能であるとしている。したがって, 淡水成
の上限値を60ｍS/ｍと考えれば, 淡水成の上限値につ
いては海域に関係はなく共通の値となる。一方, 海水成
の下限値の相違は, 大阪平野では更新統の測定データの
整理（ヒストグラムの不連続, 電気伝導度とｐHの相関図
の分布）から求め8）, 離水履歴のない沖積層が考慮され

（91.5ｍ）, 94.7ｍ（94.8ｍ）の層準から海水成の下限
値を次のような点を考慮して求めた。
①深度94.7ｍ（94.5ｍ）の65.9ｍS/cｍは汽水生種
が50％を占め汽水環境と判断されることから, 特異
値と判断する。

②深度59.7ｍ（59.8ｍ）の75.3ｍS/ｍと深度62.7ｍ
（62.5ｍ）の43.3ｍS/ｍは汽水生種の多い深度
91.7ｍ（91.5ｍ）の103.3ｍS/ｍより低いので, 特
異値と判断する。

これらの点を考慮すると, 海水成の中で最低の値は深
度57.7ｍ（57.8ｍ）の100.3ｍS/ｍがそれに当たる。
以上の検討に基づき, 電気伝導度測定値から推定さ

れる更新統の堆積環境は, 60ｍS/ｍ未満であれば淡水
成, 100ｍS/ｍ以上であれば海水成, 両者の中間の60
～100ｍS/ｍは汽水成と判定した。この結果は, 大阪平
野の基準値も含めて表-3.2のようにまとめられる。
濃尾平野では海水成の下限値が沖積層で高く, 更新統

では低くなっている。これは, 同じ海水成でありながら沖
積層の塩素イオン濃度が高く, 更新統が低いという水質
分析結果に見られるように, 沖積層には離水履歴がなく, 
更新統に離水履歴があることの差異によると考えられる。
なお, 海域の異なる大阪平野の基準値と比べると, 大

表-３.1 電気伝導度値と珪藻群集割合表
（飛島コア；沖積層・更新統）

表-３.2 電気伝導度の堆積環境の基準値（ｍS/m）

図-３.12 電気伝導度と珪藻群集の対比
(飛島コア；沖積層・更新統）
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ていないこと, 濃尾平野とは海域が異なることなどが要因
として考えられる。

4.電気伝導度に基づく堆積環境解析
本章では, 設定された堆積環境基準値に基づき, 各コ

アを結んで作成した地質断面図（電気伝導度断面図）に
よる各累層・部層の空間的な堆積環境の解析を行う。地
質断面線は図-4.1, 沖積層（南陽層・濃尾層）の地質断面
図は図-4.2, 沖積層（南陽層・濃尾層）と更新統のそれが
図-4.5に, それぞれ示される。
縄文海進の堆積物である南陽層下部粘土層（Ａｍc）, 
熱田海進の堆積物である熱田層下部粘土層（D3Lc）に
は,電気伝導度に基づく堆積環境の鉛直方向の変化パ
ターンに共通性が認められる。それは下位から淡水成
→汽水成→海水成を示し, 上位で汽水成→淡水成へと
変化する。これは, 海進・海退の一連の海面の変化を表
していると考えられる。一方, これらの変遷が明瞭でな
いコア地点も見られる。これは, たとえば湾奥部と縁辺
部で堆積環境が異なるように, 堆積環境の平面的（地理
的）な差異を示していると考えられる。
そこで, 海進堆積物とされる南陽層下部粘土層, 濃尾

層の粘土層, 熱田層下部粘土層, 海部累層の第3粘土層
について, その鉛直方向の変化と平面的（地理的）な分布
から見出される堆積環境の相違について検討する。
1）南陽層下部粘土層（Ａｍc）
Ａｍcは縄文海進の堆積物13）である。臨海部の長島, 

弥富1・2, 飛島コアなどでは, 下部から淡水成もしくは汽
水成に始まり,中部が海水成, 上部が汽水成・淡水成への
鉛直変化が見られる。この変化は, 縄文海進の海面変動
を表していると考えられる（図-4.2のⅠ−Ⅰ’, Ⅲ−Ⅲ’断面）。
一方, 内陸部の佐織1コアでは,電気伝導度の値が小刻

みに低くなったり高くなったりして, 淡水成と汽水成が交
互に現れ, 臨海部のような鉛直変化は見られない。この
ような変化は立田や八開コアなどにも見られる。これら
のコアは, 堆積盆（木曽川デルタ）の中央部に位置するこ
とから, 海進期の湾央部が想定されるにもかかわらず, 淡
水成が挟まれる。
この現象が何を意味するか, ひとつは海面の小規模な

昇降, 今ひとつは淡水の流入が考えられる。そこで, 堆積
盆の中央に位置するコア（佐織3）で珪藻分析と水質分析
を行ったところ（図-4.3）, 電気伝導度の堆積環境が海水
成・汽水成であるのに対し, 珪藻分析でも下位の層準では
海生～汽水生種が主であるが, 中位から上位の層準では
淡水生種が混じるようになる。また, 水質分析からは臨
海部の弥富コア3に比べ塩素イオン量が少なくなってい
る。これらの事実は, 堆積盆の中央部といえども海水が
希釈された環境が示唆される。水質から湾央でも陸水の
影響下にあったことが推察されることから淡水の流入も
考えられる。関連して, 沿岸部の松中コアの珪藻分析10）

でも淡水生種が多く確認され, 員弁川水系からの淡水の
影響が考えられている10）ことを参考にすると, 八開, 佐織
1, 佐織3, 立田コア, 松中コア10）の周辺は河川水の影響
域と考えられる（図-4.4）。
2）濃尾層の粘土層（Nc）
Ncは濃尾海進の堆積物14）である。電気伝導度から
推定される堆積環境は, 淡水成・汽水成・海水成である。
平面的には, 長島, 弥富2コアで海水・汽水成が見られ, 
弥富1では淡水成で（図-4.2）, そのほかのコアでも淡水
成である。したがって海進の範囲は長島, 弥富2, 松中
コアを含むエリアである（図-4.1）。鉛直変化については
臨海部の弥富2コアで下位から上位に向かい淡水成→
汽水成→海水成へと海面の上昇過程を見ることができる
（図-4.2のⅠ−Ⅰ’断面）。
3）熱田層下部粘土層（D3Lc）
D3Lcは熱田海進の堆積物1）である。電気伝導度から
推定される堆積環境の鉛直変化は, 臨海部から内陸部に
向かい, 下部が淡水成, 中部が海水成・汽水成, 上部が汽
水成へと海進-海退サイクルの変化を示すコア（飛島；臨
海部）, 海水成で下部と上部で値が低くなるコア（長島；臨
海部）, 汽水成と海水成が入り組むコア（弥富2；臨海部）, 
下位から淡水成と汽水成が交互に現れるコア（弥富1；や
や内陸）, 下位から上位に向かい汽水成→海水成を示
すコア（西春・清洲；やや内陸）が見られる（図-4.5のⅡ-Ⅱ’,
Ⅲ−Ⅲ’, Ⅳ−Ⅳ’断面）。平面的な分布では, 熱田海進は内
陸部（西春・清洲コア）まで及んだことが読み取れるが, 湾
の中央部で, Ａｍcと同じような淡水の影響を受けたと思
われるコア（弥富1）も見出せる。
4）海部累層の第3粘土層（Dｍc3）

図-4.1 コア地点と地質断面図の位置図
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濃尾平野の堆積環境に関する研究報告

Dｍc3は, 十四山コアと大江コアで広域火山灰（Ａta-
Th）が検出されている1） 15）。電気伝導度から推定される
堆積環境は, 十四山・津島コアが淡水成, 大江コアでの鉛
直分布は淡水成→海水成で海面上昇を示す（図-4.5の
Ⅲ−Ⅲ’, Ⅳ−Ⅳ’断面）。平面的な分布では, 大江コアにの
み海成が認められ,堆積盆の中央部より東縁部に海域が
存在していたことが推測される。
以上のように, 電気伝導度から推定される堆積環境を

空間的に捉えることにより, 海進の範囲や, 同時期の海進
堆積物でも, 河川水の影響を受けた堆積環境のあること
が明らかになった。広域火山灰の同定により同じ時期に
堆積した粘土層（Dｍc3）の堆積環境については, 西が淡
水域で東が海域を示すことは, 濃尾平野は濃尾傾動運動
により西の方が常に低く, 海進による海域も西の方から
東に向かい広がるであろうという従来の認識とは異なる
堆積環境を見出すことが出来た。

5.まとめ
地盤特性の解釈においては, 堆積環境の把握は重要
であると考えられているが, 理学的な堆積環境と工学的
な地盤特性を融合して地盤を把握しようとする研究は進
んでいるとは言えない。しかし, 東北地方太平洋沖地震
（M9.0, 2011）のような巨大地震による災害をこうむっ
た現在では, 理学と工学が融合した地盤特性の解釈の必
要性は高まっている。
このようななか, 本研究では, 理学と工学が融合した地
盤解釈を進めることを目指し, 堆積環境分析の一手法で
ある「粘土混濁水による電気伝導度測定法」を濃尾平野
の地盤に適用し, 電気伝導度に基づく堆積環境基準の提
案, 堆積環境の解析について検討した。
本研究で数多くの成果を上げることができたが, 同時
に様々な課題も明らかになった。今後の課題として主要
なものは, 以下の諸点が指摘できる。
1）簡易で安価な手法である電気伝導度法によって得
られるデータの蓄積。

2）同じ内湾でも粘土の供給源の差異に基づくローカ

図-4.4 河川水の影響範囲

図-4.2 沖積層（南陽層・濃尾層）の地質断面図

図-4.３ 珪藻分析と電気伝導度の深度分布図（佐織３コア）
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ルな堆積環境基準値の設定が今後必要かどうかの
検討。

3）地質断面図にN値と電気伝導度値を入れ, 理学と工
学を融合させた地質断面図の作成。

以上の課題を念頭に, 今後さらに研究を進めていく予
定である。

図-4.5 沖積層と更新統の地質断面図


